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職務努力あるいは個々のエージェントの生産する

アウトプットをモニターするものではないため、

怠業するエージェントとペナルティをリンクさせ

ることができないからである。しかし、現実には、

チームの全メンバーにこのように異常に高いペナ

ルティを科すことは不可能である。また、無駄で

あるかもしれない。したがって、全エージェント

に異常に高いペナルティを科し、それによって、

怠業の手番が常にオフ・パス上の存在となるよう

なゲーム・モデルを考えることは有用ではないよ

うに思える。このことは、第二節で考察されてい

る。

Holmstömのプリンシパル・エージェント契約

では、複数エージェントの背景と従来の努力投入

活動の背景のもとでチーム生産活動が行われるこ

とを前提としている。しかも、彼の提示する報酬

シェーマはチーム総生産とだけリンクするもので

あり、したがって、チームの全メンバーを常に同

様に処遇するものとなっている。しかし、たとえ、
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Holmström[7]は、チーム・メンバーがアウトプッ

トの共有を合意する全エージェント契約を前提と

するときよく知られたモラル・ハザード問題、い

わゆる、フリーライド問題が避けられないことを

指摘した。そして、ナッシュ均衡としての効率的

生産を確実に達成するには、不均衡予算制約を前

提とし、しかも、報酬シェーマがペナルティの脅

威を持つ必要性があることを指摘している。さら

に、ペナルティの脅威が現実のものとなるには、

チーム外の第三者、いわゆる、プリンシパルの果

たす役割が欠かせないとし、最終的に、プリンシ

パル・エージェント契約の必然性を明らかにして

いる１。

ところが、この議論はペナルティの脅威を怠業

する特定エージェントに向けるものではなく、チ

ームの全体メンバーに向ける報酬シェーマとなっ

ている。これは、個々のエージェントの投入する

†本稿の研究の一部は、日本学術振興会科学研究費補助金（課題番号（20530366））の援助を受けてなされたものである。
１ Rasmusen[15]は、報酬シェーマに確率付きペナルティを導入することで、全エージェント契約に固有の特徴である均衡

予算制約を満たし、同時に、報酬シェーマがペナルティの脅威を持つことが可能であることを示した。すなわち、全エ

ージェント契約はプリンシパル・エージェント契約と同等に機能することを明らかにしている。

Holmström[7]は、全エージェント契約を前提とする均衡予算制約のもとでは、チーム生産は効

率的生産水準を達成できないことを指摘した。そして、ナッシュ均衡としての効率的生産を確

実に達成するには、不均衡予算制約のもとで、プリンシパル・エージェント契約が締結される

必要性があることを示唆した。ところが、このプリンシパル・エージェント契約はチーム・メ

ンバーである全エージェントに一様に非常に高いペナルティを科すことを前提にしている。そ

れは、各エージェントの職務努力に対する監視活動がないため、個々のエージェントの職務努

力とペナルティをリンクさせることができないからである。本稿では、複数エージェントの背

景と複数活動の背景にまでモデルを拡張することを試みる。プリンシパル・エージェント契約

において、プリンシパルはエージェントの職務努力と監視努力の二つの活動を契約の対象とす

る（/かもしれない）。このとき、プリンシパルが提示する最適報酬シェーマはこれらの活動から

影響を受けることになる。それは、プリンシパルはエージェントに監視努力に伴う費用および

集団圧力に伴う費用に報いるよう報酬を支払わなければならないからである。本稿では、プリ

ンシパル・エージェント契約にグループ・ダイナミクスを導入することは最適報酬パッケージ

をどのように変更するのかが明らかにされている。すなわち、プリンシパルが限界報酬ルール

を変更することでこの監視活動、集団圧力をどのように統制するのかが明らかにされている。
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ェント契約のもとで報酬シェーマによりどのよう

に影響を受けるのかが（統制可能かどうかが）考察

されている。特に、本稿では、第四節で、リスク

中立なエージェントを仮定したプリンシパル・エ

ージェント契約の中で、また、第五節で、リスク

回避的なエージェントを仮定したプリンシパル・

エージェント契約の中でグループ・ダイナミクス

がどのような影響を受けるのかを考察している。

そして、エージェントのリスク態度が異なる仮定

のもとで、プリンシパルの望む集団圧力の最適選

択レベルとエージェントの最適選択レベルとの間

にコンフリクトが生じることが明らかにされる。

さらに、当該エージェントの監視活動は同僚か

ら追加職務努力を引き出すため集団圧力を押し上

げようとする力が働くことが知られているが、第

四、五節では、これに加えて、集団圧力を押し下

げる力が働くことが考察される。プリンシパル・

エージェント契約のもとでは、当該エージェント

が同僚に対する集団圧力の追加投入を選択すると

き、この選択は同僚の職務努力を押し上げるよう

に作用するが、他方で、同僚が負担すべき追加費

用は、実際には、プリンシパルによるエージェン

トへの報酬という形をとって補填されるため、プ

リンシパルには集団圧力を低下させようとする意

図が働くことになる。このように、プリンシパル

は報酬シェーマがエージェントが投入する監視努

力レベルにどのように影響するかを考慮する必要

があるため、100％限界報酬ルールはもはや最適

とはならないであろう３。また、リスク回避的エ

ージェントのとき、限界報酬シェーマはエージェ

ントのリスクに対する保険行為により緩和される

ことになり、すなわち、100％限界報酬シェーマ

とはならず、結果として、集団圧力の追加投入は

チーム業績とチーム・メンバー報酬との関連性を

さらに薄めることになる４。

これらの結論は、複数エージェントの背景と複

数活動の背景にまでモデルを拡張した研究に同様

にみられる。例えば、Lazear[10]では、職務努力

以外の追加活動として同僚の生産活動を妨害する

活動が含まれている。そして、プリンシパルはそ

のような有害な活動に対し「給与圧縮」という報

（プリンシパルが存在しない）全エージェント契約

のもとでさえ、公式、非公式は別として、エージ

ェント相互に職務努力の監視活動を行い、怠業す

る特定エージェントにペナルティを科そうとす

る。そこで、本稿では、プリンシパル・エージェ

ント契約および全エージェント契約のもとでも、

各エージェントは同僚の職務努力を観察する活動

を行い、そして、もし、怠業があればそれを処罰

する集団圧力を行使するものと考える。そこで、

第三節では、全エージェント契約のもとで、グル

ープ・ダイナミクスのメカニズムが、とりわけ、

監視活動により決定される集団圧力（関数）がどの

ように機能し、しかも、職務努力の最適選択レベ

ルがこの集団圧力からどのような影響を受けるの

かを考察する。

本稿では、Holmström[7]のプリンシパル・エー

ジェント契約を複数エージェントの背景と従来の

努力投入活動の背景から複数エージェントの背景

と複数活動の背景にまでモデルを拡張することを

試みる。すなわち、プリンシパル・エージェント

契約のもとで、エージェントの努力は職務努力と

監視努力にどのように選択配分されるかを考察す

る。しかし、このとき、モデルは幾分複雑になる。

なぜなら、複数エージェント、複数活動モデルで

は、プリンシパルはエージェントの努力配分行動

について考慮しなければならないからである。す

なわち、プリンシパルは、自分が提示した報酬シ

ェーマに対して、エージェントがどのように複数

の活動（ここでは、監視努力と職務努力）に自分の

努力を配分するのかを考慮しなければならないか

らである。複数エージェントの背景と複数活動の

背景にまでモデルを拡張した研究は数多くみられ

るが、ここでは、Baron and Gjerde[3]に従って、

複数活動は監視努力と職務努力から構成されるも

のとしてモデルを展開する２。

Baron and Gjerdeは複数エージェントの背景と

複数活動の背景からなるプリンシパル・エージェ

ント契約を多段階ゲームとして分析をしている。

通常は、全エージェント契約の中で固有な集団現

象と考えられているグループ・ダイナミクス（集

団規範および集団圧力）がプリンシパル・エージ

２本稿の分析はBaron and Gjerde[3]を基礎としている。ところが、この分析は、Kandel and Lazear[9]に拠っている。ただし、

両論文の違いは前者が多段階ゲームとなっている点、また、プリンシパル・エージェント契約となっている点である。
３ 100％限界報酬ルール、すなわち、α＝1は不均衡予算制約であることに注意しなさい。
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酬を減少する手段を講じるかもしれないとしてい

る。Milgrom[12]では、追加活動として職務配置

に影響する猟官活動が議論されている。そして、

プリンシパルは職務配置に関しエージェントの自

由裁量権を制限することがそのような影響活動に

対する利得を減少させる有効な手段であるとして

いる。Holmström and Milgrom[8]は、追加活動と

して品質管理、資産維持の活動が含まれるとして

いる。そして、問題は個人の貢献があまり適切に

評価されないチーム活動から個人の貢献が如実に

評価されるチーム活動ないし高い報酬を生む個人

行動へとシフトしていくことであるとしている。

これらに共通した一つの是正措置は、プリンシパ

ルが、高い評価を得ている活動へインセンティブ

を与えることを抑制していくことであるとされて

いる。すなわち、なぜわいろが横行するのか、な

ぜ無用な残業は減らないのか、なぜ会議は長びく

のか等々、これらは、本来の活動成果により評価

を受けるよりも、わかりやすい評価尺度である活

動時間の長さ、受け入れやすい評価尺度である人

間関係の良好さ等で評価を受ける方が有利なた

め、それらの活動へと安易にシフトするために生

じることがわかっている。そこで、これらの安易

な評価尺度に依存する報酬を低下させることで、

本来の活動を妨害するこの種の活動を抑制するこ

とができるとしている。

この結論は、単なる机上の理論ではない実践的

なものである。それは、我が国企業の多くでみら

れる問題解決行動をみれば十分に理解できる。す

なわち、日本企業では、チーム生産は、不当な欠

勤、遅刻といった行為に対し報酬ペナルティの脅

威はもとよりグループ・ダイナミクスのよる集団

規範と集団圧力とが加味されて管理されている。

しかし、追加の集団圧力の機能は混在的なものと

してとらえれ管理が行われている。すなわち、小

集団の持つ集団圧力は伝統的な意味でインセンテ

ィブ概念として機能するが、しかし、そこから得

られた利得はエージェント（/プリンシパル）によ

って負担される監視努力費用（/集団圧力）によっ

て相殺されるかもしれない。そこで、企業は、欠

勤者のカバーを専門とする従業員をおき、チー

ム・メンバーの欠勤に由来する費用を低下させ、

さらに、そのとき起こる集団圧力の費用を低下さ

せようとする。

あまりに浪費的な集団圧力のレベルが選択され

るとき、プリンシパルはチーム業績と個々のチー

ム・メンバーの報酬との関連性を限定し、集団圧

力レベルを低下させる。結論では、チーム業績と

チーム・メンバーの報酬の関連性の低下を説明す

るこのモデルの持つ課題について述べる。

２．チーム生産とモラル・ハザード問題
Holmström[7]のチーム生産は複数エージェントの

背景と従来の努力投入活動の背景を前提としてい

る。すべての議論に先立ち、まず、Holmström[7]

のチーム生産に関する主要な三つの結論を紹介す

ることから始める５。Holmströmのチーム生産に

関する三つの結論は次のようである。

１．不均衡予算制約６のもとでは、チーム生産

のナッシュ均衡は効率的結果を達成できな

い。

２．不均衡予算制約を仮定したとき、かつ、ペ

ナルティ報酬シェーマを仮定したときナッ

シュ均衡は効率的結果を達成できる。

３．チームにはペナルティ報酬の脅威を確実に

履行するプリンシパルの存在が必要であ

る。

Holmströmの三つの結論はおおよそ次のように説

明できる。まず、第一の結論をみていくにあたり、

単純なモデルの説明からはじめる。

n人のエージェントのみからなるチームを考え

る７。エージェント i、ただし、i＝1, 2, ..., n、は生

４ Baron and Gjerde[3]の他に、複数エージェントの背景と複数活動の背景にまでモデルを拡張した研究として、Lazear[10]、

Milgrom[12]、Milgrom[13]、Holmström and Milgrom[8]が挙げられる。追加活動が本来の職務努力を減少させるときの対

応策として、いずれの研究も追加活動と報酬とがリンクすることを稀薄化させることで対応する結論となっている。
５ここでの議論は、Andolfatto and Nosal[2]、Rasmusen[15]および Vislie[18]に依拠している。特に、Andolfatto and Nosalは

簡潔にまとめられている。
６均衡予算制約の報酬シェーマのもとでは、チーム生産物の全部がチーム・メンバーにすべて配分される。公式的にはΣi

αi＝1、ただし、αi∈(0,1) と表せる。これに対し、不均衡予算制約の報酬シェーマのもとでは、チーム生産物の全部（/

一部）がチーム・メンバーに配分されないこと、あるいは、これを越えて配分されることを許容している。
７第三節以降は、n＝2と単純化する。すなわち、二人のエージェントからなるチーム生産を考える。
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他方、パレート効率的解e c≡(e c
1, e c

2, ..., e c
n)はチー

ムの純総余剰を最大化する努力ベクトルとして、

次の条件式によって特徴づけられる。

(2.3)

そして、効率的解を得るのに必要な個人の投入努

力水準は、次の条件式によって与えられる。

(2.4) c'i (e c
i)＝f ' (ec) i＝1,2, ..., n

パレート効率的解の条件と比較したとき、非協力

ゲームのナッシュ均衡では、エージェントはより

低い投入努力に終始することが分かる。αi∈(0, 1)

であるので、チーム・メンバーはナッシュ均衡で

は効率的解を実現することができない。それは、

あるエージェントにより、一単位の追加努力が投

入されたとき、その追加努力から生じる追加利得

fi (e)が、各エージェント iにαiのシェアで配分さ

れなければならないからである。これを、公式的

に説明すると、(2.2)式と(2.4)式の比較から明らか

なように、二つの式が同値であるためには、αi＝

1 、ただし、i＝1, ..., nでなければならない。すな

わち、追加努力に対し100％限界報酬ルールが満

たされなければならない。しかし、このとき、

Σn
i＝1αi･f (e)＝n･f (e)≠f (e)となり、均衡予算制約

を満たさないことになる。これが、Holmström[7]

の第一の結論である。

Holmströmの第二の結論は、チーム生産が効率

的生産水準を下回るとき、すなわち、f (e)＜ f (e c)

のとき、チーム・メンバーにペナルティを科すよ

うな契約条項を持つ契約は、ナッシュ均衡として

の効率的配分を達成することができるというもの

である。そのような契約は次のようなペナルティ

報酬シェーマを持つ。

f (e)＜ f (e c)の場合、報酬の支払段階でエージェン

トに配分されるチーム生産物は廃棄されてしま

う。この契約のもとでは、チーム・メンバーは、

明らかに、怠業するインセンティブを持たない。

特に、他のすべてのエージェントが効率的行動

e c
－iを選択するとき、また、実際に、チーム生産

産要素、すなわち、生産努力 ei∈[0, e－i]、ただし、

e－iは有限、を投入することで生産活動を行う。こ

こでは、各エージェントの投入努力は互いに観察

できるが証明可能ではないとする。そして、エー

ジェントの生産努力e≡(e1, e2, ..., en)は技術 f (e)によ

って変形され、チーム生産 x として表れる。生産

関数x＝f (e)は eiについて厳密な増加関数で、厳密

に凹で、しかも、微分可能である。（エージェント

の投入努力単位は、一方のエージェントによる一

単位の努力が他方のエージェントによる一単位の

努力と同等であるように選択されるとする。）エー

ジェント iの選好関数は報酬と努力とに分離可能

と仮定する。すなわち、ue
i＝mi (x)－ci (ei)である。

このとき、報酬 mi (･) に関しては線形を仮定する

（エージェントは報酬に関しリスク中立を仮定す

る）。そして、努力の不効用 ci (･)に関しては厳密

な増加関数で、しかも、厳密に凸とする。他方、

初めから、チームには登場しないが、プリンシパ

ルは監視努力等は全く行わないと仮定し、その選

好関数はup＝p(xr)とする。ただし、xr＝x－Σi mi (x)

はチーム生産物の残余請求権を表す。そして、プ

リンシパルも、また、報酬に関しリスク中立を仮

定する。

チーム・メンバーは、チーム生産について、線

形の配分ルールに従って報酬を支払われる。すな

わち、エージェント iはチーム生産 f (e)を線形の

シェアαi、ただし、αi∈(0,1)、Σαi＝1、で配分さ

れるとする。

エージェント iの選好 ue
iは、他のエージェント

の投入努力 e－i≡(e1, ..., ei－1, ei＋1, ..., en)を所与したと

き、次のように与えられる。

(2.1) ue
i (ei, e－i)＝αi f (ei, e－i)－ci (ei) i＝1, ..., n

チーム生産のナッシュ均衡 e^＝(e^1, e^2, ..., e^n)は、所

与の配分メカニズムαiのもとで、次の条件式によ

って特徴づけられる。

(2.2) c'i (e^i)＝αi f ' (e^) i＝1,2, ..., n

すなわち、均衡では、各エージェントの投入努力

水準は、限界費用が限界利得に等しいことが分か

る。ただし、このとき、(2.2)式を満たす一意的な

解が存在すると仮定する。
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物が廃棄されてしまう脅威があるならば、エージ

ェント iは ei＝e c
iを選択することが最適反応とな

る８。それは、エージェント iが ei＜e c
iを選択する

ことは、結果として、f (e)＜ f (e c)を生産すること

になり、最終的にゼロの報酬を支払われることに

なるからである。

しかし、この報酬シェーマは二つの問題点を持

つ。一つは、チーム生産が効率的生産水準に到達

しないとき、エージェントにゼロ報酬を課すため、

先の線形配分シェアとは異なり、均衡予算制約を

満たさなくなることである。効率的生産水準が達

成されるように、ペナルティ報酬を導入したこと

が、逆に、報酬配分の均衡予算制約を満たさなく

してしまう。非協力ゲームにおいて、報酬配分の

均衡予算制約は効率的生産水準の達成とはトレー

ド・オフの関係にあるといえる。これは先にみた

とおりである。もう一つの問題は、チーム生産が

効率的生産水準に到達しないとき、チーム・メン

バーに支払われなかった生産物は、果たして、そ

のまま、廃棄されてしまうのかである。このとき、

チーム・メンバーは相互に再交渉し、新たな契約

のもとに、チーム生産物を配分するとみる方が自

然である。しかし、この種の再配分契約を仮定す

ると、均衡予算制約を仮定することになり、効率

的生産水準は達成されないことになる。すなわち、

Holmströmの契約は、再交渉を仮定するとき、サ

ブゲーム・パーフェクト均衡としての効率的解を

達成できなくなる。

Holmströmの第三の結論は、先に指摘した後者

の問題（チーム生産物は廃棄されることなく再配

分される）を受けて、この解決案を提示する形で

示されたものである。先のペナルティ報酬シェー

マは、チーム生産が効率的生産水準に到達しない

とき、チーム・メンバーにゼロの報酬を支払うこ

とで、怠業行為にペナルティを科す脅威を準備し

ている。しかし、チームがエージェントのみで構

成されているとき、再交渉が行われ、チーム生産

物は廃棄されることなく配分されてしまう可能性

が残る。そこで、チーム生産物が確実に廃棄され

る制度を導入することを考える。すなわち、チー

ム生産物を廃棄処分する外部第三者、いわゆる、

プリンシパルを導入し、その役割に当たらせる。

いわば、報酬シェーマが持つペナルティの脅威を

真に現実のものとするため、プリンシパルにチー

ム生産物を処分する法的権利、いわゆる残余請求

権を与えるというものである。このとき、プリン

シパルはエージェントが相互に行う報酬配分の再

交渉を阻止することで、均衡予算制約が有効にな

ることを回避し、そして、効率的生産水準の達成

をはかることができるのである。すなわち、エー

ジェント iのペナルティ報酬シェーマを次のよう

に提示する。

(2.5a)

しかも、プリンシパルの報酬シェーマを次のよう

に設計する。

(2.5b)

ただし、xr はチーム生産物に対する残余請求権

を表す。このとき、チーム生産物はプリンシパル

により確実に廃棄されることが可能となる。組織

構造の視点からいえば、チームを全エージェント

契約（パートナーシップ形態）からプリンシパル・

エージェント契約へ変更することで、すなわち、

チームに異なる利害集団を形成することで、エー

ジェントに対するペナルティ報酬シェーマの持つ

脅威を真のものとすることができるということで

ある。それは、エージェントの視点からみた交渉

の成功はプリンシパルの選好を低下させため、契

約の再交渉の可能性が必ず失敗に終わるからであ

る。プリンシパル・エージェント契約はこのよう

にしてチーム生産のモラル・ハザード問題を解決

しているのである。

Holmströmが示したプリンシパル・エージェン

ト契約も全エージェント契約も、効率的チーム生

産が達成されないとき、チームの全メンバーに一

様にペナルティを科すことで逸脱行動を抑制しよ

うとする。このとき、報酬シェーマは公式的制裁

（プリンシパルによるもの）であれ非公式的制裁

（エージェント相互によるもの）であれ、怠業する

８このとき、他のエージェントの効率的努力水準 e c
－iを所与とするとき、エージェント i は e c

i以上の努力を投入しようとは

しないであろう。ここに記述した契約のもとでは、e c
iを越える努力を投入したとき、他のすべてのエージェントの効用

を改善できるならば、e c
iはパレート最適な努力水準ではないからである。
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の時間としてはそう悪いペースではない

と思いながら、次のコンピュータへ配線

ケーブルをのばしながら、次のコンピュ

ータのハンダ付けに移っていきました。

「ここは、初めてかい」とハンダごてを持

ってそばに立っていた男が尋ねました。

「ああ、これまで消費者部門にいてね。10

年になるよ。」「Jim Millerだ。このコンピ

ュータ組み立て部門で５年になるよ。」男

は握手を求めてきました。そして、Jimは

Frankが終えたばかりの組み立てラインを

みやり、「なかなかいいね。Frank。」と言

葉を継いできました。「今朝、何台組立て

たんだい。」「18台になるよ。」「おいおい、

記録でも破るつもりかい。」「ここでは、

一日15台が標準だよ。」とJimは笑いなが

ら続けました。「そうかい、でも、簡単な

仕事じゃないかな。」Jimは眉をひそめま

した。「ああ、でも、どうなるか考えても

みろよ。20台組立たとしてだよ、いや、

25台だって簡単かもしれない。最後には、

その水準を他の誰かに押しつけることに

なるよ。そんなことになってもいいのか

い。」「もちろん、いやだよ。」「そうだろ

う。ところで、この職場では、会社との

取り決めで、ボーリング・チームがある

んだ。誰もというわけではないがね。配

線の職場グループだけでね。もちろん、

参加しないのもいるがね。仲間とだけで

楽しみたいね。」Jimは、ちょっとだけ間

をおいて、「良かったら、次の水曜にこな

いかい。」と彼を誘いました。「喜んで参

加するよ。ところで、Jim、上司は組立台

数のことをどう思っているんだい。」「彼

かい。彼は組立台数のことなんか知っち

ゃいないよ。彼が台数のことを気にして

いたとしても、何をするというんだい。

裏方で、優秀な職員の権利をいうのかい。

彼はよろしくやっているよ。上の人は仕

事が順調に進んでいるか知りもしないよ。

そんなことは気にもしてないよ。同じよ

うに、我々も彼のことは気にもしてない

よ。」

特定エージェントとペナルティをリンクさせた報

酬制度ではない。しかし、怠業するエージェント

とペナルティを直接リンクさせないこのような報

酬シェーマは現実的ではないし、さらに、全エー

ジェントにゼロ報酬という高いペナルティを科す

ことも現実的ではない。

怠業とペナルティをリンクさせるためには、エ

ージェント相互にあるいはプリンシパルによりエ

ージェントの職務努力の監視が行われなければな

らない。そのとき、監視活動の費用がプリンシパ

ルないしエージェントにより負担されることにな

る。ここでは、グループ・ダイナミクスのモデル

を展開するため、エージェントが相互に監視活動

を行うものとする。本稿では、Holmströmの分析

を複数エージェントの背景と従来の努力投入活動

の背景から複数エージェントの背景と複数活動の

背景にまでモデルを拡張することを試みる。そし

て、このモデルのもとで、エージェントの努力は

職務努力と監視努力に配分されることを考える。

このとき、モデルは幾分複雑になる。なぜなら、

複数エージェント、複数活動モデルでは、当該エ

ージェントの監視努力の投入は、他のエージェン

トの職務努力の選択にどのような影響を及ぼすの

か、また、プリンシパルが提示した報酬シェーマ

に対して、エージェントが複数の活動にどのよう

に努力を配分するのかを考慮しなければならない

からである。特に、ここでは、複数エージェント

と複数活動を背景とする拡張モデルとして、

Baron and Gjerde[3]を取り上げレビューすること

で、これらの問題を考察することにする。

３．全エージェント契約とグループ・ダ
イナミクス

プリンシパル・エージェント契約の中でグルー

プ・ダイナミクスを考察する前に、全エージェン

ト契約の中でグループ・ダイナミクスを考察する

ことにする。そこで、まず、グループ・ダイナミ

クスの具体例を示すことから始める９。

Frank Jacksonは腕のいいハンダ付け工で

した。彼はコンピュータの組み立てライ

ンで最後の配線のハンダ付けをしていま

した。それは18台目でした。午前中のこ

９ Shermerhorn[17]のグループ・ダイナミクスの事例から引用されたものである。
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Frankは次の仕事に目をやりました。彼

は組立のうちでももっとも難しい種類の

ハンダ付けを担当していました。それに、

かなりの熟練工ならば、配線の接続の仕

事のほとんどで、少なくとも40台はこな

せることを知っていました。「やれやれ、

これはだらけている。」と思いながら、同

時に、自分はずるけるのはいやだとも思

いました。しかし、彼らと毎日一緒に仕

事をしなければなりませんでした。いや

な仕事でしたが彼らと一緒に仕事を続け

るしかありませんでした。それに、ボー

リングは嫌いではありませんでした。

「どのみち、全部がコストプラスだか

ら。会社はこの仕事で政府からたんまり

もらっているよ。さあ、談話室に行って、

休憩だ。時間はたっぷりあるよ。」とJim

は屈託なく言い放ちました。

この例からわかるように、組織が要求する生産

水準と（組織の中にあって組織から影響を受ける）

小集団が要求する生産水準とは対立するかもしれ

ない。小集団のメンバーは小集団のメンバーであ

ると同時に組織のメンバーでもあるため、組織の

内部環境すなわち組織の方針から影響を受けると

ともに、同時に、小集団独自のグループ・ダイナ

ミクスからも影響を受けることになる。このとき、

小集団のメンバーはどのような行動基準に従うの

かが問題となる。この節では、小集団内で働く独

自のダイナミクス（例えば、メンバー間の結び付

きの強弱）が小集団のメンバーにどのような影響

を及ぼすのかを考察する。

小集団内で働くダイナミクスは二つの影響要因

によってその作用が説明されることが知られてい

る。それは、先の例からわかるように、小集団の

持つ固有の規範（group norm）およびこの固有の規

範を小集団がそのメンバーにどの程度遵守させる

ことができるかを表す集団の圧力/集団の魅力

（group cohesiveness）の二つの要因である。そこで、

次に、小集団のメンバーの行動にそれらの二つの

影響要因がどのように作用するのかを公式的に定

義することにする。

問題を単純化するため、ここでは、集団規範－

集団圧力のグループ・ダイナミクスの議論を、同

質的エージェント（n＝）２人からなるチーム生産

活動の中で展開する。チーム生産活動は基本的に

は第二節で定義したそれと同等である。すなわち、

エージェント i、ただし、i＝1,2、は職務努力 ei∈

[0, e－i]、ただし、e^iは有限、を投入することで生産

活動を行う。エージェントの職務努力は相互に不

十分にしか観察できないとする。このとき、チー

ムの生産関数は f (e1, e2)で表されるとする。そし

て、生産関数は eiに関して fi＞0かつ fii＜0である

と仮定する。エージェントは努力を複数の活動に

配分して投入する。したがって、エージェント i

の費用関数c(ei, ...)は職務努力eiとその他諸々の活

動に依存するとする。複数活動として、ここでは、

職務努力 eと監視努力 aの二つの活動を想定して

いる。したがって、費用関数はc(ei, ai)と表される。

費用関数は、職務努力 eiに関して c1＞0 および

c11＞0 と仮定する。さらに、監視努力 aiに関して

c2＞0かつ c22＞0、また、c12＞0と仮定する。c12＞0

は、高い監視活動のもとでは、当該エージェント

の職務努力の追加投入はより高い追加費用を伴う

ことを示している。同質的エージェントの選好関

数 ue
iはチーム生産関数、職務努力と監視努力を伴

う費用関数、そして、次に定義される集団圧力関

数について分離可能な線形関数とする。エージェ

ントの選好関数は集団圧力関数を定義した後に言

及する。

３．１．集団圧力関数

集団規範－集団圧力のグループ・ダイナミクスの

議論を有効にするには、まず、集団規範、すなわ

ち、小集団メンバーの行動の「基準」ないし「目

標」を設定しなければならない。ここでは、小集

団メンバーが投入すべき職務努力水準を集団規範

として理解する。小集団のメンバーは生産活動の

中で相互に職務努力を観察し、実際に投入された

職務努力に関するシグナルを得ようとする。そし

て、最終的に、認知されたシグナルから同僚の職

務努力が事前に設定された職務努力の基準を下回

ると判断すれば、すなわち、集団規範を逸脱して

いると判断するとき、同メンバーに対し集団圧力

のペナルティを科すことになる。通常、小集団メ

ンバーにより集団規範が遵守されるとき、彼は小

集団のメンバーであることのアイデンティティ、

安心感等の集団の魅力を享受することになる。と
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団圧力 P(ei, ai)を予測することになる。

(3.1)

ただし、 (εj)は平均ゼロ、正確性 1/σjを持つεj

の分布関数である。（すなわち、prob(t－zj＜0)＝

prob(t－μ(ei)＜εj) である。）

ここに定義した集団圧力関数 P(･,･) は、メン

バー iの感じる集団圧力は当該メンバーの投入す

る職務努力 eiと他のメンバー jの監視努力 ajの両

方に依存する。当該メンバーの職務努力が増加す

ると同僚からの集団圧力が減少し、しかも、職務

努力の増加ともにその圧力は逓減していくという

意味で、集団圧力関数は職務努力 eiに関して逓減

的減少関数である（P1＜0、P11＞0である）。さらに、

エージェント jの監視努力ajの増加は（他のメンバ

ーからの集団圧力を減少させようとする）エージ

ェント iの職務努力 eiの追加的増加を招くことか

ら、しかも、追加的職務努力がもたらす集団圧力

の低減効果は監視努力水準が高くなるにつれ減少

していくことから、追加的職務努力が集団圧力関

数に及ぼす効果は監視努力 ajに関して逓増的減少

関数である（P12＜0）。また、費用関数 c (ei, ai)につ

いては、監視努力aiに関し、c2＞0かつ c22＞0であ

り、また、c12＜0 であると仮定したように、当該

エージェントの監視努力の増加は監視努力の投入

に伴う費用の逓増的増加を招き、また、（監視努

力の増加は）追加的職務努力の投入に伴う費用の

逓増的増加を招くことになる12。

３．２．全エージェント契約とグループ・ダイナ

ミクス

これらの仮定を前提とし、全エージェント契約の

中でグループ・ダイナミクスがどのように作用す

るのかを考察する。エージェント iの効用 ue
i (ei, ai)

はチーム生産関数、職務努力と監視努力を伴う費

用関数、そして、集団圧力関数について分離可能

ころが、逆に、集団規範を逸脱するとき、集団の

魅力を享受する機会を失う。集団圧力とはこのよ

うな集団の魅力を享受する機会を失う恐れからく

るストレスであるといえる。したがって、当該メ

ンバーにとり集団の魅力が大きければ大きいほど

集団規範の逸脱に伴う集団圧力は高いものとな

る。これが集団圧力の正確な理解である。

小集団におけるグループ・ダイナミクスの分析

を簡単化するため、Baron and Gjerde[3]に従って、

集団規範およびそれが遵守されなかったときの制

裁/ペナルティを次のように定義する10。まず、職

務努力に関する集団規範を tとそれが遵守されな

かったとき科されるペナルティを Sと定義し、ま

た、 tおよび Sの両変数は外生的に与えられるも

のとする11。また、メンバー iの職務努力は彼以

外のチーム・メンバー j、ただし、i≠j、によっ

て監視されるとする。ここでは、チームは二人の

エージェントから構成されているため、二人のチ

ーム・メンバーは、相互に監視を行うことになる。

集団圧力の概念を構成する要因のうち、チーム・

メンバーはこの監視努力を選択することができる

とする。そして、メンバー jがメンバー iの職務

努力を監視する監視努力をajで表す。

メンバー jがメンバー iの職務努力 eiを監視する

とき、職務努力のシグナル zjを受け取ると仮定す

る。公式的には、シグナルは、zj＝μ(ei)＋εjで表

されるとする。ただし、職務努力の測定誤差項

εjは平均ゼロ、分散σjの確率変数とする。メン

バー jの受け取るシグナルの期待値μ(ei)はメンバ

ー iの職務努力 ei の単調増加関数と仮定する。す

なわち、μ'＞0である。メンバー jの受け取るシ

グナルの正確性1/σjは監視努力 ajの単調増加関数

として仮定される。すなわち、監視努力が高いほ

ど職務努力を正確に測定することができるとす

る。これらの仮定のもとで、zj＜t ならば、当該

エージェントに対し制裁 Sが科されることにな

る。そして、メンバー iは事前に次に表される集

10 制裁/ペナルティは先に言及した失う恐れのある集団の魅力の程度と理解できる。したがって、集団規範および集団の魅

力が当該メンバーに対する集団圧力を決定することになる。ここで取り上げるBaron and Gjerde[3]の集団圧力の公式的定

義も同様の理解である。
11 Baron and Gjerde[3]に従い、制裁Sは範囲を持たないとし、また、集団努力のシグナルも他の目標値を持たないとするこ

とで、特に、従業員の目標値として、上方の目標値と下方の目標値があることを排除する。したがって、従業員は、自

分の職務努力が低すぎるばかりでなく高すぎると感じるときでさえ集団圧力を感じるものとする。
12 これらのことについては、Baron and Gjerde[3]による詳細な説明がある。アペンディクスAを参照しなさい。



－ 53 －

な線形関数とする。公式的には次のように表され

る。

(3.2) ue
i (ei, ai)＝αf (e1, e2)－c (ei, ai)－P(ei, aj)

i, j＝1,2 ; j≠i

このとき、チーム生産のナッシュ均衡は、(3.2)

式で与えられた効用を最大化する最適職務努力水

準の選択問題として表せる。エージェント iの職

務努力 eiの選択問題は、パラメータαおよび aを

所与とするもとで、次の行動問題を解くことであ

る13。

(3.3) max
ei
αf (e1, e2)－c(ei, ai)－P(ei, aj)

i, j＝1,2 ; j≠i

(3.3)式が内点解を持つと仮定するとき、次の一

階の条件は、事前に定められた報酬シェーマαと

監視努力aを所与とするもとで、エージェント１、

２の最適な職務努力の選択スケジュールを与え

る。

(3.4) αf1(e1, e2)－c1(ei, ai)－P1(ei, aj)＝0

i, j＝1,2 ; j≠i

この一連の一階の条件を解くことで、対称的な

職務努力のナッシュ均衡を得る14。それを次のよ

うに表すとする。

(3.5) e1＝g (a1, a2,α)、および、e2＝h (a1, a2,α)

同質的なエージェントを所与としたとき、対称

的なナッシュ均衡はδg/δa1≡g1＝h2≡δh/δa2、δg/

δg2＝h1≡δh/δa1、そして、さらに、δg/δα≡g3＝

h3≡δh/δαが成り立つことを意味する。(3.4)式よ

り、次のことがいえる15。

(3.6) g1＝h2＝[c12(αf11－c11－P11)－αP12 f12]/

[(αf11－c11－P11)2－(αf12)2]＜＞0

(3.7) g2＝h1＝[P12(αf11－c11－P11)－αc12 f12]/

[(αf11－c11－P11)2－(αf12)2]＜＞0

(3.8) g3＝h3＝[－f1(αf11－c11－P11)＋αf2 f12]/

[(αf11－c11－P11)2－(αf12)2]＜＞0

ただし、f11＝f22、c11≡c11(e1, a1)＝c11(e2, a2)、かつ、

P11≡P11(e1, a2)＝P11(e2, a1) である。

(3 .6)式、(3 .7)式のそれぞれの分子の第一項

c12(αf11－c11－P11)、P12(αf11－c11－P11)は、エージェ

ントが監視努力を増加したときの直接的影響と理

解することができる。ただし、(αf11－c11－P11)＜0

である。(3.6)式の第一項は、c12＞0 の仮定のもと

では、自己のより大きな監視努力は追加職務努力

に伴う限界費用を増加させるので、より大きな監

視努力は自己の職務努力レベルを低下させる傾向

があることを示している。(3.7)式の第一項は、

P12＜0 の仮定のもとでは、同僚からの大きな監視

13 グループ・ダイナミクスを考慮したときのパレート効率的解は次のように与えられる。

13 エージェント iの最適努力水準の条件式は次のように与えられる。

fi(e1, e2)－ci(ei, ai)－Pi(ei, aj)＝0 i, j＝1,2 ; j≠i

13 集団規範 e N
iがパレート効率的解 e c

iに等しいとするとき、さらに、エージェントが努力を監視活動に浪費することを抑止

できるならば、すなわち、ci(ei, 0)＝ci(ei)、Pi(e N
i, 0)＝0であるならば、効率的解の一階の条件式（2.3)式と同等になる。言

い換えれば、全エージェント契約の中でグループ・ダイナミクスの作用が抑止されるならば効率的解が達成されること

になる。
14 目的関数が凹関数になるための十分条件は、目的関数を F(e1, e2)としたとき、 である。ただし、ここ

では、F11≡αf11－c11－P11、F22≡(αf22－c11－P11)、F12≡αf12、さらに、F21≡αf21である。すなわち、αf11－c11－P11＜0、(α

f11－c11－P11)(αf22－c11－P11)－α2f12 f21＞0 を仮定する。したがって、二人のエージェントの職務努力の選択を決定する一連

の方程式は逆関数を持つ。
15 比較静学の詳細については、アペンディクスＢを参照しなさい。
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せる。しかし、ここでは、f12＜0 を仮定している

ので g3 の符号は定まらない。f12＜0 のとき、すな

わち、エージェントの職務努力が代替的であると

き、報酬シェーマを変えることでは、たとえ、

100％報酬ルールを設定したとしてもフリーライ

ド問題を統制することができないことを示す。こ

のことは、Vislie[18]の指摘と一致するものであ

る。

４．リスク中立のエージェントを持つプ
リンシパル・エージェント契約とグ
ループ・ダイナミクス

これまで、全エージェント契約におけるグルー

プ・ダイナミクスをみてきたが、次に、プリンシ

パル・エージェント契約におけるグループ・ダイ

ナミクスを考察する。ただし、ここでは、リスク

中立のエージェントを仮定する。まず、プリンシ

パルとエージェントの契約関係からはじめる。プ

リンシパルがエージェント iに対し提示する報酬

mi(x,Ω)は、単純な線形の報酬シェーマα、Ωを

仮定する。それは、公式的には次のように表せる

とする。

(4.1) mi(x,Ω)＝αf (e1, e2)－Ω

ただし、αはチームの総アウトプットに対する各

エージェントへの配分率である。また、Ωはエー

ジェントがプリンシパルに対して支払う一括納付

金である。次に、エージェント iの効用を定義す

る。エージェント iの効用 ue
i (ei, ai,Ω)はチーム生

産関数 f (･,･)、職務努力および監視努力に伴う費

用関数 c(･,･)、そして、集団圧力に関する費用関

数 P(･,･)について分離可能な線形関数とする。公

式的には次のように表されるとする。

(4.2) ue
i (ei, ai,Ω)＝αf (e1, e2)－c (ei, ai)－P(ei, aj)－Ω

i, j＝1,2 ; j≠i

ここで、プリンシパル・エージェント契約を三

段階ゲームで考える。第一段階で、プリンシパル

はエージェントに提示する報酬パッケージを選択

する。すなわち、プリンシパルは、チーム生産物

に対する配分率αとエージェントに課す一括納付

金Ωを決める。第二段階で、全エージェントによ

努力が（集団圧力を低下させようとする）当該エー

ジェントから追加的職務努力の投入を引き出すた

め、そして、それは、限界利得を上昇させるため、

他のエージェントのより大きな監視努力は当該エ

ージェントの職務努力レベルを増大させることを

示している。このように仮定したとしても、しか

しながら、g1 と g2 の符号は定まらない。g1＜0と

g2＞0が成り立つための十分条件は、c12＞0、P12＜

0 の仮定に加えて、さらに、二人のエージェント

の職務努力 e1、e2 が生産において代替的であるこ

と（f12＜0）である。そこで、ここでは、それらの

条件が保証されると仮定する。

もし、二人のエージェントの職務努力が生産活

動において補完的であるならば（f12＜0）、このこ

とはチーム生産において生じる可能性はあるが、

c12が十分に小さい値であれば、g1＜0とg2＞0が成

り立つための十分条件を満たすことは明らかであ

る。当然のことであるが、c12 が十分に大きい値

であれば、他のエージェントの監視努力 ajの増大

が当該エージェントの職務努力 eiを減少させるこ

とがある（δe1/δa2＝g2＜0）。この理由は、もし、

（エージェント２が監視努力を増大させるならば、

同時に、）エージェント１が職務努力を増大させ

るならば、（c12＞0 を所与としたとき）職務努力に

関する限界費用が増大するからである。そのため、

エージェント１は職務努力を増大させようとはし

ない（/減少させようとする）。f12＜0 を所与とした

とき、エージェント１が職務努力を増加させない

（/低下させる）ならば、エージェント２の監視努

力の増加は報酬（チーム生産）の増加につながら

ず、むしろ、報酬を減少させることになるのであ

る。この間接的効果は P12＜0によって表される監

視努力の持つ直接的効果を相殺する働きを持つ。

すなわち、間接効果は、集団圧力を低減させよう

として職務努力を増加したとき生じる報酬（チー

ム生産）の増大を相殺してしまう。

(3.8)式は報酬の配分率を増加させたときの直接

的・間接的影響と理解できる。f12＞0は g3＞0が成

り立つための十分条件であることに注意しなさ

い。f12＞0 のとき、当該エージェントの職務努力

の増大は他のエージェントの追加職務努力の増大

を招き、このことが報酬（チーム生産）の増加につ

ながることになるからである。すなわち、利益配

分率αの増大はエージェントの職務努力を増大さ
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図１．多段階ゲームとしてのプリンシパル・エージェント契約

り集団圧力の環境が決定される。それは、ここで

は、極端に単純化され、各エージェントが監視努

力 aj、ただし、j＝1, 2、を選択するものとして表

されるとする。第三段階で、第一、二段階で決定

された報酬シェーマと集団圧力の環境を所与とし

て、エージェントは投入すべき職務努力 ei、ただ

し、i＝1, 2、を決定する。そして、この最終段階

（第三段階）の終わりで、チーム生産の結果が決ま

るものとする。このとき、各エージェントは投入

した職務努力および監視努力に伴う費用を負担

し、各エージェントはその結果生じたチーム生産

物を報酬パッケージに沿って配分される。

プリンシパル・エージェント契約を多段階ゲ

ームで表すことは次のような利点がある。それ

は、進化ゲームによる分析のように、集団行動

をクロス・セクショナルな状況に反応するもの

としてだけではなく、事前のメンバー間の相互

作用の中で醸成されたタイム・シリーズ的な慣

例に反応するものとして表せることである

（Bettenhausen and Murnighans[4]）。言い換えれば、

エージェントの職務努力の選択問題を、報酬シェ

ーマから影響を受けるだけでなく、集団圧力の環

境から影響を受ける意思決定問題として認識させ

ることができる。

ここで示した多段階ゲームを解くため、バック

ワード法を用いる。まず、第三段階から始める。

第三段階で、エージェントは、第一、二段階で決

定された報酬シェーマと集団圧力の環境を所与と

して、職務努力を決定する（ei、ただし、i＝1, 2）。

この意思決定問題はすでに(3.3)式で示したよう

に、エージェント iの職務努力レベルの選択に関

するナッシュ均衡について、サブゲーム・パーフ

ェクトを仮定したとき、(4.2)式で与えられた効用

を最大化する職務努力の選択問題として表せる。

(4.3) max
ei
αf (e1, e2)－c(ei, ai)－P(ei, aj)－Ω

i, j＝1,2 ; j≠i

(4.3)式は内点解を持つと仮定する。したがって、

次の一階の条件は、事前に（ゲームの第一、第二

段階で）設定された報酬シェーマと監視行動を所

与とするもとで、エージェント iの最適職務努力

の選択スケジュールを与える。

(4.4) αf1(e1, e2)－c1(ei, ai)－P1(ei, aj)＝0

i, j＝1,2 ; j≠i

この一連の一階の条件を解くことで、対称的な職

務努力のナッシュ均衡を得るとする。そして、そ

れは次のように表されるとする。

(4.5) e1＝g (a1, a2,α) 、および、e2＝h (a1, a2,α)

第一、第二段階でのパラメータを所与するもとで、

第三段階でのエージェントの最適職務努力の選択

スケジュール gおよび hについては前節で議論し

たとおりである。

次にゲームの第二段階を考察する。第二段階で、

エージェントは監視努力の投入レベルを決定す

る。ここでは、エージェントが監視努力を選択す

る方法として二つの可能性を考える。一つは、プ

リンシパルがエージェントと契約を交じ合わし、

エージェントの監視努力のレベルを特定化するこ

とである。もう一つは、個々のエージェントに、

自主的に、しかも、同時に、監視努力を選択させ

ることである。第一のケースは、プリンシパルと

エージェントが、エージェントの監視努力レベル

を契約で縛ることである。しかし、多くの場合、

プリンシパルはエージェントの監視行動を観察す

ることができない。したがって、一般的には、

個々のエージェントが自己の監視努力レベルを自

主的に選択する第二のケースが現実的である。
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このとき、α、a1、そして、a2 の最適解に関する

一階の条件式は次のように表される。（ただし、

包絡線定理より、(4.4)式を用いることに注意しな

さい。）

ただし、ηi は、監視努力 ai、ただし、i＝1, 2、に

関する非負制約条件の乗数である。ここで、最大

化の二階の条件を満たすものと仮定する。(4.8)、

(4.9)、(4.10)式は、職務努力の最適条件(4.4)式 fi－

ci－Pi＝(1－α) fi、ただし、i＝1, 2、を使い書き換

えていることに注意しなさい。さらに、(4.8)式は

対称均衡を持つことから明らかである。すなわち、

f1g3＝f2h3 であることから導出できる。

リスク中立のエージェントと線形の報酬シェー

マを所与としたとき、(4.8)式からα＝1の標準的

解を定義できる（100％限界報酬ルール）。α＝1

のとき、(4.9)、(4.10)式はηi＝c2＋P2、ただし、i＝

1, 2、となる。したがって、このとき、監視努力

に関する最適強制契約は ai＝0、i＝1, 2 とするこ

とである。さもなければ、プリンシパルは、エー

ジェントにより大きな監視努力に伴う費用に見合

うよう報酬を支払わなければならない。しかも、

プリンシパルは、最適報酬ルールα＝1を所与と

したとき、監視努力の増加が職務努力レベルの選

択に影響を与えるとしても、そのことから何の便

ここでは、まず、ベンチマークとして、プリン

シパルがエージェントの監視努力を契約で定める

ことができるケースから考察する。この仮定のも

とでは、ゲームの第一段階と第二段階は同時に生

じることになる。それは、プリンシパルは、エー

ジェントに支払う限界報酬α、エージェントに要

求する一括納付金Ω、さらに、エージェントの投

入する監視努力 ai、ただし、i＝1, 2、を契約を締

結することで一括して決定するため、第一段階と

第二段階は同時に生じることになるからである。

チームに二人のエージェントがいるとき、プリン

シパルの最適行動問題は次のように表せる。

(4.6) max
α,Ω,ai,ei,i＝1,2

f (e1, e2)－2[αf (e1, e2)－Ω]

subject to

αfi(e1, e2)－c1(ei, ai)－P1(ei, ai)＝0

i, j＝1,2 ; j≠i

αf (e1, e2)－c (ei, ai)－P(ei, ai)－Ω>－0

i, j＝1,2 ; j≠i

and

ai >－0 i＝1,2

ただし、三つの制約条件は、二人のエージェント

の職務努力のナッシュ均衡条件、二人のエージェ

ントの個人合理性の制約条件（留保効用はゼロに

基準化されている）、および、二人のエージェン

トの監視努力の非負条件を表している。職務努力

のナッシュ均衡条件(4.5)式（e1＝g(a1, a2,α)、e2＝

h(a1, a2,α)）と個人合理性の制約条件αf (e1, e2)－

Ω＝c(ei, ai)＋P(ei, aj)を目的関数に代入すること

で、最適行動問題(4.6)式を次のように書き換える

ことができる。

(4.7) max
α,ai,i＝1,2

f [g(･), h(･)]－c [g(･), a1]－c [h(･), a2]

－P[g(･),a2]－P[h(･),a1]

subject to

ai >－0, i＝1,2

このとき、ラグランジュ関数は次のように定義で

きる。

L＝f [g(･), h(･)]－c [g(･), a1]－c [h(･), a2]

－P[g(･), a2]－P[h(･), a1]＋ηiai

(4.8)

(4.9)

(4.10)
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益も享受しないからである。ここに、次のような

命題を与えることができる。

命題１．エージェントの監視努力が契約可能で、

しかも、エージェントがリスク中立であるとき、

最適限界報酬ルールは100％ルール（α＝1）であ

る。さらに、c2＋P2＞0 を所与としたとき、集団

監視努力の最適レベルはゼロである（ai＝0、ただ

し、i＝1,2）。

命題１の解釈は、プリンシパルが適切な報酬シ

ェーマにより、リスク中立のエージェントがファ

ースト・ベストの職務努力を選択することをコン

トルールできるのであれば、費用のかかる集団圧

力をチームに導入することになんの優位性もない

ことを述べたものである。

次に、ベンチマークとしての結論を、プリンシ

パルがエージェントとの契約で監視努力レベルを

定めることができないより一般的なケースと比較

する。そこで、もとに戻り、第一段階と第二段階

が分離するゲームを考える。ゲームの第二段階で、

エージェントは監視努力レベルを決定する。エー

ジェント iの監視努力レベルの選択に関するナッ

シュ均衡は、サブゲーム・パーフェクトを仮定し

たとき、エージェント iが次の意思決定問題を解

くことと同値である。

(4.11) max
ai,ei,i＝1,2

αf (e1, e2)－c (ei, ai)－P (ei, aj)－Ω

subject to

αfi(e1, e2)－c1(ei, ai)－P1(ei, aj)＝0

i, j＝1,2 ; j≠i

and

ai >－0

この最大化問題を解くために、個人合理性の制約

条件に代えて、サブゲーム・パーフェクトを仮定

した職務努力のナッシュ均衡(4.5)式を使用する。

このとき、ラグランジュ関数は次のように定義で

きる。

L＝αf [g(･), h(･)]－c [g(･)－a1]－P[g(･), a2]

－Ω＋η1a1 if i＝1, j＝2

L＝αf [g(･), h(･)]－c [h(･)－a2]－P[h(･), a1]

－Ω＋η2a2 if i＝2, j＝1

対称均衡を所与としたとき、エージェン１、２の

監視努力に関して、一階の条件を次のように得る。

ただし、職務努力の最適条件(4.4)式αfi－ci－Pi＝0、

ただし、i＝1, 2、を使って書き換えていることに

注意しなさい。c2＞0は(4.12)式が満たされるため

の十分条件である。しかし、プリンシパルが監視

努力レベルを契約できるときのように、c 2＞0

（監視努力の投入は費用負担になるということ）

は、もはや、エージェントの最適監視努力レベル

がゼロとなるための十分条件ではないことに注意

しなさい。その理由は、詳細は後で触れるが、他

のエージェントが当該エージェントに対し集団圧

力をかけるとき、エージェントの個人合理性の制

約を所与としたとき、プリンシパルは、集団圧力

を受けた当該エージェントが負担するコストを補

填する必要がある。しかも、プリンシパルは監視

努力レベルを契約で定めることができないため、

当該エージェントが選択する最適監視努力レベル

をゼロに抑制することができないからである。

当該エージェントによる監視努力が他のエージ

ェントの職務努力にどのように影響するかを述べ

たが、この性質は、プリンシパルがチーム生産に

関わるときエージェントの監視努力レベルの統制

に関して重要な示唆を与えてくれる。例えば、チ

ーム生産が主流である生産組織でみられるTQM

（total quality management）はそのよい例である

（Baron and Gjerde[3]）。生産組織において行使さ

れるべき監視努力の最適レベルは、通常、プリン

シパルとエージェントとの間で競合している。こ

のとき、エージェントの考える最適監視努力レベ

ルをプリンシパルが要求する最適監視努力レベル

にコントロールすべく、プリンシパルはエージェ

ントに対し様々な行動規制を行おうとする。プリ

ンシパルがチーム生産のアウトプットしか観察で

きないとき、プリンシパルがエージェントの集団

圧力レベルの選択に影響する施策の一つとして、

報酬シェーマをデザインすることが考えられる。

(4.12)
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努力を上昇させたとき職務努力を低下させること

になり（g1＜0）、当然、アウトプットが低下する

がその低下分を負担する必要がないからである

（－(1－α) f1g1＞0）。第三の外部性（(2α－1) f2h1）は、

α＞1/2 ならば、負の外部性となりプリンシパル

に負担を強いる。当該エージェントは監視努力を

増加させることで他のエージェントの職務努力を

増加させる（h1＝g2＞0）。当該エージェントはそこ

から得られたアウトプットの増加分に対し自己の

取り分を請求しようとする。ところが、α＞1/2

ならば、二人のエージェントの請求分2αf2h1が追

加総アウトプット f2h1 を越えることになる（2α

f2h1－f2h1＞0）。プリンシパルはこの分を負担しな

ければならない16。

先に述べた監視努力の負の外部性が、最適報酬

シェーマにどのように影響するのかを考察するた

め、最大化問題(4.13)式の二つの制約条件を解く。

これらの制約条件が解を持つためには、監視努力

に関する対称ナッシュ均衡を定義する条件式が逆

関数をもたなければならない。そこで、ここでは、

逆関数が存在すると仮定する17。この逆関数の条

件と矛盾することなく、さらに、│P12│＞c12 であ

ると仮定する。そのような条件がこれ以降は保証

されているとする。この仮定は、関数 kの性質を

決定づけるという意味で強い仮定である。このと

き、次のことがいえる。

(4.14) ai＝k (α) i＝1,2

ただし、k'＝dai /dα＞0である。k'＞0が成り立つ

ための重要な条件は、│P12│＞c12 であることであ

る。他のエージェント jの監視努力の増大が集団

圧力を増大させるが、当該エージェント iはこの

集団圧力を低下させようと追加的職務努力の投入

をはかる。このとき、│P12│＞c12 であるならば、

職務努力の増加が限界利得の増加に影響する程度

（－P12＞0）が費用の増大へ影響する程度（c12＞0）を

越えることになる。したがって、プリンシパルは、

エージェントが、自主的に、監視努力レベルを選

択するとき、プリンシパルの行動問題は次のよう

に表すことができる。

(4.13) max
α,ai,i＝1,2

f [g(･), h(･)]－c [g(･), a1]

－c [h(･), a2]－P[g(･), a2]－P[h(･), a1]

subject to

c2[g(･), a1]－αf2[g(･), h(･)] h1＝0

and

c2[h(･), a2]－αf1[g(･),h(･)] g2＝0

(4.13)式の最大化問題の二つの新たな制約条件は、

これは職務努力の選択に先だって決定されもので

あるが、エージェントが監視努力を選択する条件、

すなわち、対称的ナッシュ均衡条件を示したもの

である。

エージェントによる集団圧力の最適選択（(4.12)

式）とプリンシパルの最適選択（(4.9)、(4.10)式）と

を比較することから興味深い示唆を得る。(4.9)、

(4.10)式には、(4.12)式にはないプリンシパルが負

担する三つの「費用」項目（P2－(1－α) f1g1＋(2

α－1) f2h1）があり、しかも、それらの項にはエー

ジェントの監視努力レベルの選択と関連する「負

の外部性」がある。そして、（これらの外部性の）

結果として、エージェントは自主的に監視努力レ

ベルを選択できるとき、より高いレベルの集団圧

力を負担する傾向を持つ。したがって、プリンシ

パルはエージェントが選択する集団圧力レベルを

低減させることが求められる。まず、第一の外部

性（P2）は、当該エージェントが過度の集団圧力レ

ベルを選択するのは、当該エージェントが他のエ

ージェントに課す追加集団圧力にはコストがかか

らないからである（P2＞0）。しかし、プリンシパ

ルは、最終的に、留保効用条件より、エージェン

トが負担した集団圧力の費用と同等の追加報酬を

支払うことを求められる。第二の外部性（－(1－

α) f1g1）は、α＜1ならば負の外部性となりプリン

シパルに負担を強いる。当該エージェントが監視

16 α＜1/2 のとき、十分に小さなαについて（特に、P2－(1－α)(f1g1)＋(2－1)(f2h1)＜0 を満たすようなαについて）、エージェ

ントはほとんど集団圧力に努力を投入しないことに注意しなさい。集団圧力に努力が投入されるには、集団圧力の努力

の投入が純アウトプットを増加させることが要求されるのである（g1＋g2＞0）。
17 Baron and Gjerde[3]では、単純化のため、fii＝fij および cii＝cij が仮定されている。これが成り立つための十分条件は生産

関数、費用関数、および、集団圧力関数の三階の偏微分がゼロになり（すなわち、いずれの関数も二次関数であると仮

定し）、さらに、P11＞│P12│＞c12 であるとされている。このとき、逆関数が存在する。
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18 │P12│c12 の仮定は（g1＋g2）＞0であることを意味している。エージェント jの監視努力の増加がエージェント iの職務努力

に及ぼす正の効果（g2）は、それに続いて起こるエージェント iの監視努力の増加が自分自身（エージェント i）の職務努力

に及ぼす負の効果（g1）を相殺して余りあることを示している。公式的には、(3.6)、(3.7)式より、次のように表される。

18 ただし、αf11－c11－P11＜0、f12＜0、P12＋c12＜0、( f11－c11－P11)2－( f12)2 である。

│P12│＞c12 のとき、エージェントの監視努力の増

大が報酬の増大を招くことから、報酬構造と監視

努力が正の連動性を持つように設定すると考えら

れる（dai /dα＞0）。ここで、(4.14)式を(4.13)式の

目的関数に代入すると、意思決定問題(4.14)式の

ラグランジュ関数は次のように与えられる。

このとき、対称的なナッシュ均衡 g1＝h2、g2＝h1、

g3＝h3、および、fi－ci－Pi＝(1－α ) fi、ただし、

i＝1, 2、に注意すれば、αの最適解に関する一階

の条件は次のように表される。

監視努力が契約可能なときの一階の条件（(4.8)

式）と契約不能なときの一階の条件(4.15)式を比較

したとき、(4.15)式には二つの新たな項、k' (g1＋

g2)、k' (c2＋P2) が加わっていることがわかる。最

初の項はαが増加したときの利得が増加すること

を意味している。なぜなら、より高いαは集団圧

力を高め、その結果として、職務努力の追加投入

（g1＋g2＝δei/δai＋δei/δaj＞0）を導出するからであ

る18。しかし、(4 .15)式のもう一つの新たな項

k'(c2＋P2) は、αが増加したときの費用が増加す

ることを意味している。なぜなら、より高いαは

集団圧力を高め、その結果として、職務努力およ

び集団圧力に関する追加費用（(c2＋P2)＞0）を生じ

るからである。

集団圧力の増加に伴うこれらの追加利得および

追加費用はプリンシパルに報酬シェーマの変更を

要求することになる。(4.15)式が成り立つための

十分条件はα＜1 である。すなわち、(4.15)式は

100％以下の限界報酬ルールを要求している。言

い換えれば、プリンシパルは、エージェントの監

視努力を低コストで導入できるとき、すなわち、

報酬配分率をα＜1と設定できるとき、追加集団

圧力から追加利得を得ることができる。したがっ

て、次の命題を得る。

命題２．監視努力の増加がチーム・メンバーの職

務努力を増大させるのであれば、しかも、プリン

シパルが監視努力レベルを契約によって定めるこ

とができないのであれば、プリンシパルの定める

最適報酬ルールはα＜1 となる。報酬配分率α

（＜1）を低下させることは「非効率な」（無駄な）監

視努力を抑止する効果を持つ。

５．リスク回避的エージェントを持つプ
リンシパル・エージェント契約とグ
ループ・ダイナミクス

ここまでの議論では、リスク中立のエージェント

を前提とするプリンシパル・エージェント契約の

中にグループ・ダイナミクスの作用を持ち込むこ

とはプリンシパルにいかなる優位性ももたらさな

いことを示した。事実、集団圧力の導入は報酬シ

ェーマに制度的補完をもたらすものではない。し

かし、Kandel and Lazear[9]は、エージェントがパ

レート効率的リスク負担者でないならば、職務努

力の監視制度を設定しさらにこれに完全に対応す

る報酬制度を設定するには費用がかかり過ぎ現実

(4.15)
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的ではないため、集団圧力はこれを補完するもう

一つの制度を供給するという意味で報酬シェーマ

をより幅の広いものとすることを示唆している。

この節で扱う問題は、エージェントがリスク回避

的であるとき、Kandel and Lazear[9]のいうこの結

論をどれほど適用できるのかを明らかにすること

である。

これまで展開してきたモデル上で議論を行うた

め、エージェントのリスク態度のみを変更させる

方法をとる。Holmström and Milgrom[8]によれば、

線形報酬ルールを所与としたとき、リスク回避的

エージェントの報酬に対する選好を単純に表す方

法は、次に示すように、確実等価効用でそれを表

記する方法である19。チーム生産関数が次のよう

に表されるとする。

f (e1, e2)＝ x~＝ x－＋ε

ただし、アウトプットの攪乱項εは平均ゼロ、分

散σ2
ε である。チーム生産の不確実なアウトプッ

ト x~に対する期待効用を確実な生産物 x~－ρ(x~ ,ε)

に対する効用で記述する。このとき、プリンシパ

ル・エージェント契約問題(4.6)式の個人合理性の

制約条件（留保効用条件）は、次のように書き換え

られる。

(5.1) αf (e1, e2)－c (ei, ai)－P (ei, aj)－Ω

＝(1/2)rα2σ2ε

ただし、 rはリスク回避測度である。

リスク回避的エージェントを仮定したとき、し

かも、プリンシパルが監視努力を契約で定めるこ

とができるとき、職務努力のナッシュ均衡条件

e1＝g (a1, a2,α)、e2＝h (a1, a2,α)（(4.5)式）と確実等価

効用で表記した個人合理性の制約条件αf (e1, e2)－

Ω＝c (ei, ai)＋P (ei, aj)＋(1/2)rα2σ2ε を目的関数に代

入することで、最適行動問題(4.6)式を次のように

書き換えることができる（(4.6)式、(4.7)式）。

このとき、ラグランジュ関数は次のように定義で

きる。

L＝f [g(･), h(･)]－c [g(･), a1]－c [h(･), a2]

－P [g(･), a2]－P [h(･), a1]－rα2σ2ε＋ηi ai

そして、αの最適解に関する一階の条件は次のよ

うに与えられる。

ただし、職務努力の最適条件(4.4)式 fi－ci－Pi＝

(1－α) fi、ただし、i＝1, 2、を使い書き換えてい

ることに注意しなさい。(5.2)式から、リスク回避

的エージェントを仮定したとき（rασ2ε＞0）、よく

知られた結論、α＜1を得る。リスク回避的エー

ジェントが、監視努力の最適レベルの決定すると

き、α＜1であることは極めて重要な意味を持つ。

このことを明らかにするため、監視努力を契約で

定めることができるときの最適監視努力の解条件

(4.9)式と(4.10)式を書き換える20。特に、対称的ナ

ッシュ均衡を仮定したとき（すなわち、 f 1＝ f 2、

g1＝h2、そして、g2＝h1 であるとき）、それらの条

件式は次のように表される。

19 Holmström and Milgrom[8]は、リスク回避的エージェントに対する最適報酬シェーマが(4.1)式で仮定したような線形をと

る条件を導出した。すなわち、彼らは、エージェントがリスク回避的なとき、(4.1)式で示した効用関数に新たな項が追

加されるだけてよいとした。その追加の項は、報酬配分率α、アウトプットの攪乱項εの分散σε、さらに、エージェ
ントのリスク回避度 rに直接依存している（(5.1)式を参照）。確実等価効用については、アペンディクスＣを参照しなさ

い。
20 これらの解条件はリスク回避的エージェントを仮定したときにも保証される。

(5.2)
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(5.2)式より、リスク回避的エージェントのとき

（r＞0）、α＜1 である。また、│P12│＞c12 の仮定の

もとで、エージェントが追加監視努力を投入する

とき職務努力の純増（g1＋g2＞0）を招くことを知

っている。このとき、(5.3)式は、エージェントが

リスク回避的であるとき、プリンシパルが監視努

力を契約できるときでさえ、c2＋P2＞0 であるこ

とが監視努力をゼロにするための十分条件（ηi＞

0）ではなくなることを示している。したがって、

エージェントがリスク回避的なとき、集団圧力を

導入することはチームに潜在的利得をもたらすこ

とになる。

このように、監視努力を契約で定めることがで

きるときでさえ、監視努力の最適レベルが（ゼロ

ではなく）正の値である可能性がある。しかし、

このことは、監視努力を契約で定められないとき

も、エージェントの集団圧力レベルが(5.3)式で定

められたそれと同等であることを意味するもので

はない。事実、監視努力が生産性を高めるときで

さえ、また、最適報酬シェーマαが低めに抑えら

れるときでさえ、エージェントは、一般的に、浪

費的な集団圧力レベルを選択しようとする。

プリンシパルが契約で集団圧力を定められない

とき、しかも、エージェントがリスク回避的であ

るとき、集団圧力はどのように選択されるのであ

ろうか。このことを考察するため、職務努力のナ

ッシュ均衡条件 e1＝g (a1, a2,α)、e2＝h (a1, a2,α)（こ

れについては、(4.5)式を参照しなさい）と監視努

力のナッシュ均衡条件 ai＝k (α)、ただし、i＝1,2、

および、確実等価効用で表記した個人合理性の制

約条件αf (e1, e2)－Ω＝c (ei, ai)＋P (ei, aj)＋(1/2)rα2σ2ε

を目的関数に代入することで、最適行動問題

(4.13)式のラグランジュ関数を次のように表すこ

とができる。

したがって、エージェントがリスク回避的なとき、

αの最適解の一階の条件式は次のようになる21。

(5.4)式の [P2－(1－α) f1g1＋(2α－1) f1g2] の項は、

第四節で議論した集団圧力に関する三つの外部性

である。αが１に近い値をとるとき、それらの項

は、全体として、正の値をとる。したがって、

(5.4)式と(5.2)式の比較から明らかなように、(5.4)

式の右辺は(5.2)式の右辺よりも大きいことがわか

る。したがって、これらの式が同時に成り立つた

めには、(5.4)式の (1－α) が(5.2)式のそれよりも

大きいか、あるいは、(5.4)式)の f1g3 が(5.2)式のそ

れよりも大きいかのいずれかでなけれならない。

ところが、(4.12)式からわかるように、監視努力

のレベルを契約で定められないとき、監視努力は

より高レベルとなることがわかっている。したが

21 エージェントがリスク回避的であるときこの方程式は、意思決定問題(4.13)式の最適なαのための一階の条件式（すなわ

ち、(4.15)式にリスク・プレミアムの項を追加した式）と最適なa2のための一階の条件式（(4.12)式）とを結びつけることで

得られる。前者の条件式、すなわち、(4.15)式にリスク回避的エージェントのリスク・プレミアムの項を追加した式が

次のように得られる。

(1－α) f1[g3＋k' (g1＋g2)]＝k' (c2＋P2)＋rασ2
ε

21 そして、この条件式を後者の条件式（(4.12)式、c2＝αf1g2）を使って書き換えると(5.4)式が得られる。
22 これは、g1＋g2＞0 を所与としたとき明らかである。このとき、監視努力の追加的投入は職務努力の追加的投入を導出す

る。ところが、限界関数 f1、g3 は追加的職務努力の増加とともに減少していく。監視努力を契約できないとき、監視努

力はより高レベルである（このとき、職務努力が高レベルである）ため、監視努力を契約できるときよりも f1と g3 の両方

の値は小さな値をとる。

(5.3)

(5.4)
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って、集団圧力が契約できないとき（すなわち、

(5.4)式）の f1g3 の値はより低いレベルとなる22。し

たがって、(5.4)式の (1－α) は(5.2)式のそれより

も大きくなければならない。すなわち、集団圧力

が契約で定められないとき、αはより小さな値を

とらなければならない。このことより、監視努力

が契約で定められないとき、プリンシパルはエー

ジェントがより低い集団圧力を選択するように、

報酬シェーマαを減少させることがわかる。した

がって、ここに、次の命題に言及できる。

命題３．エージェントのリスク回避の程度が十分

に小さいとき、αは１に近い値をとる。また、監

視努力の増大がチーム・メンバーの職務努力を増

大させる意味で生産的であるとき、監視努力を契

約できるケースと比較して、監視努力を契約でき

ないケースの方が「非効率な」（余分な）監視努力

を抑止するため、αをより大幅に低下させる傾向

を持つ。

当然、エージェントが十分にリスク回避的であ

るとき、αがゼロに近い値をとることは可能であ

る。この場合（α＝0）、(5.2)式から明らかなよう

に、P2－(1－α) f1g1＋(2α－1) f1g2＝P2－f1(g1＋g2) で

あるので、P2＞f1(g1＋g2)のように集団圧力がエー

ジェントに課す費用が集団圧力が（職務努力の増

加を介して）エージェントにもたらす利得を相殺

してしまうケースであっても、命題３の主張は保

証される。

エージェントがリスク回避的なとき、また、ア

ウトプットの測定に不確実性があるとき、リスク

中立的プリンシパルは、エージェントにリスク負

担を求めてくるため、エージェントの職務努力に

関するパレート効率を失効させてしまう。線形報

酬ルールでは、これは、単純に、αを１より小さ

い値に設定させてしまうことを意味する。追加集

団圧力が追加生産性を持つのであれば（g1＋g2＞

0）、αのある一定の増加がエージェントの追加監

視努力を引き出し、ひいては、追加職務努力を引

き出すため、αは集団圧力の増加とともに大きく

なることを予測できる。しかし、先に述べた分析

のように、エージェントの選択する集団圧力が、

一般的に、あまりにも大きくなるという多くの事

実があり、これと同時に、プリンシパルはそのよ

うな集団圧力の増加を抑止するためαを減少させ

ようとする多くの事実が示すように、先の予測を

相殺する方向で制度が作用していることも事実で

ある。

６．結論
チーム生産の持つ根本的欠陥は均衡予算制約のも

とでは効率的ナッシュ均衡を達成できないことで

ある。すなわち、エージェントがフリーライド問

題を起こしてしまうことである。これに対し、組

織ないし小集団は、エージェントに対して公式的、

非公式的なペナルティを科すことでフリーライド

問題を解決しようとする。本稿では非公式的メカ

ニズムであるグループ・ダイナミクスを考えてい

る。しかも、公式的関係、すなわち、プリンシパ

ル・エージェント契約の中でグループ・ダイナミ

クスを考察しようとしている。さらに、プリンシ

パル・エージェント契約を多段階ゲームとして考

えることで、メンバー間の相互作用の中で醸成さ

れた集団圧力に反応するエージェントの行動を分

析している。

しかも、プリンシパル・エージェント契約の中

でのグループ・ダイナミクスの分析は、複数エー

ジェントの背景と複数活動の背景にまでモデルの

拡張を試みることで考察されている。したがって、

プリンシパル・エージェント契約の中でのグルー

プ・ダイナミクスは、プリンシパル・エージェン

ト契約の中での従来の努力投入活動の考察のよう

に、職務努力と同様に監視努力（集団圧力）もプリ

ンシパルの設定するインセンティブ・シェーマに

より影響を受けることになる。

リスク中立のエージェントを前提とするプリン

シパル・エージェント契約の中にグループ・ダイ

ナミクスの作用を持ち込むことはプリンシパルに

いかなる優位性ももたらさないことを示した。事

実、グループ・ダイナミクスを小集団で作用させ

ることが公式的制度（報酬シェーマ）の制度的補完

ないし強化をもたらすものではない。しかし、エ

ージェントがパレート効率的リスク負担者でない

とき、しかも、職務努力の監視制度を設定し、さ

らに、これに完全に対応する報酬制度を設定する

には費用がかかり現実的ではないとき、グルー

プ・ダイナミクスは公式的制度を補完するもう一

つの（非公式的）制度を供給するという意味で公式

的制度（報酬シェーマ）をより幅の広いものとする
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ことを示唆している。

本稿の分析は、プリンシパル・エージェント契

約の中でグループ・ダイナミクスがどのような作

用するのかに（公式組織の中の小集団活動）対しあ

る説明を与えてはいるが、まだ、多くの研究課題

が残されている。とりわけ、集団圧力関数の公式

的定義に関しては多くの問題点がある。さらなる

厳密な考察が求められるべきである。なぜなら、

監視努力の直接効果および間接効果は非常に複雑

であるからである。例えば、エージェントのとる

監視努力の選択と P12、および、c12 の符号の意味

をどのように理解すればいいのかさらに厳密な分

析を要する。

今後の研究方向はBaron and Gjerde[3]が言及す

るように、Alvi[1]によって示唆されているように

思える。Alviは、プリンシパルがエージェントの

職務努力の情報が欠如しているとき、一般的に、

情報開示シェーマを創ることが望まれることを示

唆している。本稿に沿ってそのことをみれば、プ

リンシパルは当該エージェントの職務努力につい

て知らないが、他のエージェントが彼についての

情報を知っているとき、同僚の職務努力の情報が

他のエージェントによって開示されるようなメカ

ニズムをデザインすることがプリンシパルに利得

をもたらすことを示している。そのような情報開

示は、あるエージェントから同僚の情報を引き出

し、その情報に信頼性を与える工夫として第二の

エージェントの監視努力を利用するという多段階

メカニズムによって得られるかもしれない。当該

エージェントに対する仲間の評価は、そのような

多段階メカニズムに近い機能を引き出すことがで

きる。なぜなら、このメカニズムは、当該エージ

ェントによる一方的な意思決定が、他のエージェ

ントからの集団圧力を感じながら行う意思決定へ

と変化するからである。

アペンディクスＡ：集団圧力関数
これは、Baron and Gjerde[3]による集団圧力関数

の公式的定義を再録したものである。そこでは、

極端に単純な集団圧力関数が仮定されている。エ

ージェント jの監視行動 aj が、エージェント iの

職務努力 ei についてのシグナル zi 感知する。す

なわち、エージェントの監視努力から得られる同

僚の職務努力に関するシグナルは、zj＝μ(ei)＋εj、

ただし、εjは平均ゼロ、分散σj、の確率変数で表

される。エージェント jの監視行動 ajの増加はエ

ージェント iの職務努力に関するシグナルの正確

性 1/σjを増加させる。エージェント jは、シグナ

ルが事前に設定した目標レベル tに達していない

ならば、エージェント iに制裁 Sを科そうとする。

これらの前提のもとで、シグナルの目標値 tと

制裁 Sとを所与とするとき、職務努力の増加は、

μ' (ei)＞0であるならば、集団圧力を低下させるこ

とになる。すなわち、(3.1)式より、P1≡dP(ei, aj)/dei

＝S [t－μ(ei)][－μ' (ei)]＜0である。ここでは、シ

グナルの増加からみた職務努力の増加は逓減的で

あることをを仮定する（μ" (ei)＜0）。また、シグナ

ルの誤差項εi は一様分布を仮定する（ ' [t－μ

(ei)]＝0）。したがって、P11＞0 である。最後に、一

様分布 [t－μ(ei)] は ajについて単調増加とする23。

したがって、あるエージェントによる監視努力の

増加は、自分に向かう集団圧力を低下させようと

して職務努力を増加させることから利得が生じる

といえる（P12＜0）。

当然、集団圧力関数の性質についての上述の説

明は、シグナルの誤差項が一様分布することを仮

定していることに一部ではあるが依存している。

なぜそうなのかを考察するために、誤差項が正規

分布しているケースをみてみよう。このとき、次

のことがいえる。

P11＝d 2P/de2i＝S{ ' [t－μ(ei)][μ' (ei)]2

－ [t－μ(ei)](μ" (ei)]}

この方程式は、 ' [t－μ(ei)] が非負であるときにだ

け、明らかに、正である。したがって、集団圧力

を低下させるため、当該エージェントが職務努力

を増加させたとき追加的集団圧力（P1）が逓減して

いくための十分条件は、シグナルの誤差項が増加

するとき、その確率が増加することを要求する

（ '[t－μ(ei)]>－0）。正規分布では、P11＞0 の十分条

件は、シグナルの誤差項の平均μ(ei) が目標レベ

ル tを上回ることである。

その他の場合の可能性としては、より高い職務

23 監視努力が増大するとシグナルの正確性が増加していく。したがって、分布関数の台が狭くなり、しかも、 [t－(ei)] は

一様分布であるので、 [t－(ei)] は常に高い値をとることになる。
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クラメールの公式より、次のことを得る。

(B3)

ここで、(B3)式について、da2＝dα＝0 とおくと

次のことを得る。

(C3)

また、(B3)式について、da1＝dα＝0 とおくと次

のことを得る。

(C3)

さらに、(B3)式について、da1＝da2＝0 とおくと

次のことを得る。

(C3)

アペンディクスＣ：リスク・プレミアム
生産関数は f (e1, e2)＝ x~＝ x－＋εで与えられるとす

る。ただし、x－＝E(x~)、εを平均ゼロ、分散σ2ε を

つ確率変数とする。さらに、効用関数は

u (f (e1, e2))で与えられるとする。（最終的には、賃

金αf (e1, e2)に対する効用 u (αf (e1, e2) ) を考える。

しかし、しばらくの間、生産に対する効用

u (f (e1, e2)) を考える。）しかも、u (･)が二階連続部

分可能で、凹の厳密な増加関数とする。ここで、

アウトプットE(x~)＝x－ に対するリスク・プレミア

ムをρ(x－,ε) と定義できるとする。

これらの定義より、当該エージェントが、不確

実なアウトプット x~ に対して持つ期待効用を、確

実なアウトプット x－－ρ(x－,ε) に対する効用とし

努力レベルが処罰の可能性を大きく引き下げると

き、より高い職務努力に対しては低い集団圧力を

もたらすという意味で便益を得る可能性があると

きである。

ここで、εiが正規分布するとき、P12 の符号に

及ぼす影響を考える。P12 は、あるエージェント

が監視努力を増加させたとき、集団圧力を低下さ

せるために他のエージェントは職務努力を増加さ

せそれが利得を生じさせていることを知ってい

る。また、P12≡d 2P/dei daj＝－S[μ' (ei)](d [t－μ

(ei)/daj] であることに注意しなさい。正規分布の

とき、P12＜0 であるための十分条件は t－μ(ei) の

絶対値が十分に小さい値をとることである。した

がって、監視努力の増加に連動してシグナルの正

確性が増加することは、追加職務努力は集団圧力

による処罰の可能性を低下させることを意味す

る。しかし、当然、tがμ(ei) から十分に離れてい

るならば、また、シグナルの誤差項が平均μ(ei)

を持つ正規分布であるならば、そして、シグナル

の正確性が増し高い職務努力を投入することによ

り処罰されることを避ける可能性を上昇させられ

ないのであれば（したがって、職務努力の増加か

ら利得を得る可能性が低下するのであるが）、す

でに目標レベルから十分に高い職務努力を投入し

ているエージェントは、監視の正確性が増すとさ

らに職務努力を低下させることになる。

アペンディクスＢ：比較静学
比較静学を行うために、一階の条件αfi (e1, e2)－

c1(ei, ai)－P1(ei, aj)＝0、ただし、i, j＝1, 2、j≠i、を

全微分する。このとき、次のことを得る。

(B1) αf11de1＋αf12de2＋f1dα－c11de1－c12da1

－P11de1－P12da2＝0

(B2) αf21de1＋αf22de2＋f2dα－c11de2－c12da2

－P11de2－P12da1＝0

ここで、これらの連立方程式を行列表示すると次

のことを得る。



－ 65 －

図２．リスク・プレミアム

て記述することが可能となる。

Eu (x~)＝u (E(x~)－ρ(x－,ε))

これは、ティラー展開をすることで次のように表

すことができる。

したがって、ここで、この二つの式より、次のこ

とがいえる。

ここで、先に述べていたように、賃金αf (e1, e2)に

対する効用 u(αf (e1, e2))＝u(α(x－＋ε)を考える。さ

らに、絶対的リスク回避度 rを r＝－u" (x－)/u' (x－)と

する。したがって、リスク・プレミアムは次のよ

うに書き換えることができる。
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